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第４回豊かな未来社会に向けた自動車行政の新たな展開に関する小委員会 

 

平成 27年 3月 18日 

 

（広瀬企画室総括） それでは定刻となりましたので、ただいまから、第４回豊かな未来

社会に向けた自動車行政の新たな展開に関する小委員会を開催いたします。 

 委員の皆様方におかれましては、お忙しい中お集まりいただき、誠にありがとうござい

ます。 

 冒頭の進行を務めさせていただきます自動車局企画室の広瀬と申します。 

 本日の小委員会の議事でございますが、最初に、まちづくりとの連携についてご議論い

ただいたあと、中間整理に記載した事項の検討状況や各ワーキンググループの中間報告を

行った後、本小委員会の目指す豊かな未来社会についてご議論をいただくことを予定して

おります。 

 なお、本日出席の委員のご紹介につきましては、名簿の配布にて代えさせていただきた

いと思います。 

 それでは早速ですが、これから議事に入りたいと思います。以降のカメラ撮影につきま

しては、ご遠慮ください。 

 では、これ以降、進行を山内委員長にお願いしたいと存じます。山内委員長、よろしく

お願いいたします。 

（山内委員長） はい、承知いたしました。 

 皆さん、お忙しいところをお集まりいただきまして、ありがとうございます。 

 早速でございますけれども、議事次第に従いまして、進めさせていただきます。 

 まず、最初の議題ですけれども、まちづくりとの連携ということでございます。これに

ついて、事務局から資料をご説明いただいて、意見交換したいと思います。どうぞよろし

くお願いいたします。 

（都市局都市計画課菊池調整官） 都市局都市計画課の菊池と申します。それから。 

（総合政策局公共交通政策部桑田企画官） 総合政策局公共交通政策部の桑田と申します。 

（山内委員長） どうぞお座りになってください。お願いします。 

（都市局都市計画課菊池調整官） それでは、都市局と公共交通政策部で、コンパクトシ

ティ＋ネットワークの取組を進めておりますので、その説明をしたいと思います。資料１

の１ページをお開きください。 

 まず、このような検討に至った背景ですが、地方都市では、これまで人口が横ばいの中、

市街地が広がってきている傾向があります。右側のグラフが人口で、人口自体は横ばいで

すが、左側の市街地の図を見ていただきますと、１９６０年の青のＤＩＤ区域が２００５

年になると赤のように約４倍になっています。 

 人口がほぼ同じで市街地は４倍になっているということは、人口密度がかなり減ってい
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るということでして、右側のグラフの人口密度を見ていただきますと、昔は１ヘクタール

当たり 100 人程度いたのですけど、現在は４０人ぐらいまでになっているということで、

かなり市街地の密度が減っています。 

 次の２ページをご覧ください。このまま何もしないとどうなるかという図ですが、この

赤い線が引いてあるところが、国勢調査の人口集中地区ＤＩＤで、いわゆる市街地に当た

るところです。 

 人口密度をメッシュで示していまして、赤い部分、オレンジの部分がヘクタール４０人

以上、黄色が３０人、青い部分が２０人のところです。左側が現在ですが、大体、町の真

ん中に４０人以上のところがあって、外に行くに従って２０人になっていきます。これが、

将来２０４０年にどうなるかというのを推計しますと、右側にありますように、町全体で、

１ヘクタール２０人以下のところが増えてくるという傾向がございます。 

 ３ページですが、こうなったときに何が問題かといいますと、いろいろなサービスとい

いますのは、一定の人口が必要なわけでして、例えば診療所ですと５０００人ぐらい、地

区診療所、福祉系ですと、やはり５０００人ぐらい、また高齢者向けの住宅訪問系サービ

スや買い物ですとコンビニなどが大体それぐらいで立地するということでして、一定の人

口がある程度整っているところに、こういったサービスができるということです。もう１

回、前の２ページを見ていただきますと分かりますように、コンビニとかスーパーとか病

院とかは、大体ヘクタール４０人ぐらいあると歩いて行ける範囲に立地するのですが、そ

うでなくなると、歩いて行ける範囲からなくなってしまうということになります。 

 このまま行きますと、日本の地方都市から、どんどん市街地がなくなり、そうすると、

歩いて行ける範囲に、こういうものが立地している町がなくなっていくということでして、

少なくとも、町の中心は、歩いて行ける範囲に一定の人が住んで、一定のいろんなサービ

ス機能に歩いて行けるような地域というのは残しておく必要があるのではないかというこ

とが、今回の問題の検討の背景です。 

 ４ページは、地方都市の政策の方向性です。現在、左側の図にありますように町全体が

膨らんでいく中、利用者が減り、公共交通の経営が悪化し、そしてサービスが低下し、さ

らに車に頼るような町になっていくという状況を、右側の図にあるように、公共交通のサ

ービス水準を維持するような路線をきちんと決めて、そして、その沿線に医療とか福祉と

かの都市の機能を誘導し、そこに居住も誘導していくことを立地適正化計画と地域公共交

通再編実施計画という２つの制度を組み合わせて執り行ってはどうかということが、今回

の方針です。 

 ５ページにまいりまして、地方都市の政策の方向性でございますが、一番下の青に囲っ

てございますように、まず公共交通を充実する、そして左側にありますように、生活サー

ビス機能を計画的に配置していく、そして、そういうことをもって、右側にありますよう

に、人口密度を維持するというようなことを目指していくということが必要ではないかと

考えております。 
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 イメージにしたのは富山市でございます。６ページですが、富山市は、コンパクトなま

ちづくりを進めており、先進事例とよくいわれています。ＬＲＴが有名ですが、富山市の

コンパクトシティのポイントは、むしろＬＲＴ以外でも、公共交通の軸というものをしっ

かりと定めて、そこのサービス水準を維持するように頑張り、そして、その沿線に、いろ

いろな機能や居住を誘導するということをやっているというところです。 

 似たような事例で取り組んでいるところが７ページの熊本市でして、熊本市も同様にバ

ス路線を再編して、基幹的なバスというものをしっかりと定め、そして、その乗換えポイ

ントに、地域拠点としていろいろな機能を持って行く、そして、さらにその沿線に居住促

進エリアとして居住を誘導していくというマスタープランを作って、２６年の３月に公表

しています。 

 このような事例をベースに、地方都市の施策のイメージを作りながら政策を検討いたし

ました。 

 一方、８ページからは、大都市ですが、大都市は、地方都市とかなり問題が違いまして、

人口自体は横ばいですが、高齢人口がかなり増えるという問題がございます。東京圏で見

ていただきますと、８５歳以上の方が２４０％、２．４倍になるということでして、こう

なると、病院に入院される方、あるいは介護が必要になる方が非常に増えるということに

なります。 

 そういう中で、９ページをご覧ください、社会保障制度の改革の中でも、この中でも、

改革の方向性として、過度な病院頼みから抜け出して、住み慣れた地域で人生の最後まで、

自分らしい暮らしを続けることができる仕組みとするためには、病院とか病床の持ってい

る機能を、地域の生活の中で確保することが必要となる、すなわち医療サービス、介護サ

ービスだけではなく、住まい、移動、食事、見守りなど生活全般にわたる支援を併せて考

える必要があり、このためにはコンパクトシティ化を図るなど、住まいや移動とかのハー

ド面の整備、それからサービスの有機的な連携といったソフト面の整備を含めた人口減少

社会における新しいまちづくりの問題として、医療・介護のサービス提供体制を考えてい

くことが必要だというふうに、うたわれてございます。 

 このようなことを受けまして、１０ページですが、大都市の政策の方向性として、医療・

介護とか様々な生活サービス機能が日常生活圏域の中で適切に提供されるような、そうい

った地域を、大都市でも作っていく必要がある、特に大都市の郊外部では、こういう地域

が必要ではないかということで今回の制度を作りました。 

 具体的には１１ページご覧ください。都市再生特別措置法を改正しまして、２６年の８

月に施行してございます。 

 この法律では、立地適正化計画というのを市町村が作るということにしています。ポイ

ントは３つありまして、まず一番下、公共交通を軸とするまちづくりということでござい

ます。これについては、もう１つの法律がございますので、そこでご説明をいたします。 

 そして公共交通の軸と併せまして２つの区域、まず左側にありますような都市機能誘導
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区域というのを定めて、ここに生活サービス機能を誘導するエリアと誘導する施設を設定

し、そして、そこについて税、財政、金融上の支援、あるいは容積の緩和、あるいは公的

不動産の有効利用を使いながら、医療とか福祉とか商業とかの施設を、町の中にきちんと

誘導していくということをやっていきたいと考えています。 

 そして、それと併せて、右側にありますように、居住誘導地域というものを設定して、

居住を誘導していく。具体的には、外にある公営住宅を町の中に建て替えるときについて

の助成とか、あるいは、区域外の住宅開発について、市町村への届出、勧告をやっていく

というようなことを法律といたしました。 

 １２ページをご覧ください。全国１０ブロックで、具体的に公共団体や交通事業者向け

の説明会を開催して、情報を提供して、現在、施策の推進に向けて取り組んでいます。こ

れは、もう１つの地域公共交通の法律と連携しながら、この両方一緒に地元で説明してご

ざいます。 

 次に、公共交通について、ご説明いたします。 

 

（総合政策局公共交通政策部桑田企画官） 今の説明でご紹介ありました公共交通の側で

のコンパクトシティの形成を支援する仕組みについて、ご説明したいと思います。１３ペ

ージの資料になります。 

 昨年の春の通常国会で地域公共交通活性化再生法を改正して、昨年の１１月に施行され

ているというものでございます。 

 内容につきましては、ご案内のとおり、地方公共団体が中心になりまして、コンパクト

なまちづくりと一体になりまして公共交通ネットワークを再構築しようという趣旨でござ

います。 

 従来、事業者も事業活動としての取組の中で張られてきた路線というものが、市街地の

拡散とかモータリゼーションの進展といった中で行き詰まっているという実態があります

ので、そういう中で、左下の図にありますように、町の機能の拠点集約と併せまして、幹

線・フィーダー・デマンドなどの需要に応じた交通ネットワークに再編して、なるべく公

的負担を少なくできるような持続可能な交通体系に作り替えていくというような試みでご

ざいます。 

 右側に手続やスキームが書かれておりますが、手続といたしましては、地方自治体が、

事業者をはじめとして地域の関係者と協議しながらマスタープランとなるものを、地域公

共交通網形成計画というものを策定いたしまして、その上で具体的な再編実施の計画を策

定していく。国は、認定の上で、計画の実施を後押しいたします。地域公共交通確保維持

事業という従来からの補助事業、補助金も活用して支援をしていくということでございま

す。 

 特に来年度の予算では、さらに支援は、よりこの認定された事業に対して柔軟に支援で

きますように、デマンドシステム導入初期投資の支援など各支援の拡充といったものなど、
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いろいろ、さらなる改善を図ろうとしていることです。 

 さらに支援の多様化を図るため、新たな支援スキームを導入するための必要な法改正案

も今国会に、閣議決定をいたしまして提出しているところでございます。 

 そのような状況で、しっかり公共交通の側でも、公共交通施策といたしましても、コン

パクトシティの形成について支援していくという構えで進めております。 

（都市局都市計画課菊池調整官） 続きまして１４ページでございます。 

 このような政策というのは、国土交通省だけではなく、関係省庁、多岐にわたります。

まち・ひと・しごと総合戦略、これは昨年の１２月２７日に閣議決定されたものですが、

その中でも政府全体として取り組むということが方向づけされまして、この赤枠の中の３

つ目の○、関係省庁によるコンパクトシティ形成支援チームを設けて強力な支援体制を構

築し、そして、立地適正化計画あるいは地域公共交通網形成計画の策定を進めていくとい

うことにして、現在、関係省庁を挙げて、このような取組を支援しているところです。 

 このような中で、特に２点について、その連携についてご報告をしたいと思います。 

 １５ページでございますが、まず１つが、公的不動産との連携です。 

 右側の赤い、オレンジのほうの枠ですが、地方公共団体では、高度経済成長期に造った

公共施設が今後更新していくことから、総合的かつ計画的な管理が必要ということで、総

務省が現在、公共施設等総合管理計画を作成するよう、各市町村に働きかけをしており、

全地方公共団体の９８％が、平成２８年までに、主に財政の負担の軽減・平準化を目的と

して、公共施設の更新・統廃合・長寿命化を計画的に実施するための計画を作ることにな

っています。これは、単に公共施設を統廃合するということだけではなく、将来の町の姿

と、当然ながら連携していくということになります。 

 したがいまして、このような公共施設等総合管理計画と、今回作りました立地適正化計

画を連携して、財政負担の観点から統廃合すると同時に、まちづくりの観点から、機能を

集約していくことを、連携しながらやっていくことが必要だろうと考えていまして、まち

づくりのための公的不動産有効ガイドラインを作って、コンパクトなまちづくりと公的不

動産の再編を連携しながら、施設を集約しつつ、よりサービス水準が高まるような、公共

施設の総合管理計画ができるような取組をしているところです。 

 それから１６ページにまいりまして、もう１つが、健康・医療・福祉と連携したまちづ

くりの推進でして、これにつきましても、健康・医療・福祉のまちづくり研究会を設け、

内閣官房、厚生労働省とも連携しながら、この推進のガイドラインを立地適正計画の施行

と同時に、出しています。 

 ポイントは、この右側にありますように、５つありまして、まず住民の健康意識を高め

て、運動習慣を身につける。 

 そして、外出をすればよく歩く、よく歩けば要介護にならないということで、外出のた

めにはコミュニティ活動が非常に大事だということが分かってきておりますので、コミュ

ニティ活動の参加を高め、地域を支えるコミュニティ活動の活性化を図る。 
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 そして、そのようなコミュニティ活動を支えるためには、やはり、いろんな機能を計画

的に確保することが必要だろうということで、日常生活圏域には、医療、介護、予防ある

いは、いろいろな生活サービスに関する機能を計画的に立地を図る。 

 そして、そこに行くような、歩いて行ける空間を作って、なおかつ公共交通の利用環境

を高める。 

 こういうのを総合的に実施するために市町村の健康・医療・福祉部局とまちづくり部局

が連携して取り組みましょうというようなガイドラインを発出しています。 

 現在、このような取組を、各地で進めており、引き続き、コンパクト＋ネットワークの

ますますの推進に向けて取り組んでいきたいというように考えているところでございます。 

 以上でございます。 

（山内委員長） どうもありがとうございました。 

 それでは、今ご説明がございましたまちづくりとの連携につきまして、ご質問、ご意見

等ございましたら、ご発言を願いたいと思いますが、いかがでございましょう。 

（鎌田委員） まちづくりの連携ということで、お話をありがとうございました。 

 東大の鎌田でございます。 

 国のほうで、いろいろ考えてやっていただいているのですが、なかなか現地を見ると、

うまくいってない部分もあるやに聞いていて、コンパクトシティの取組も、青森県なんか

はもう失敗例というふうに書かれてしまっていますし、それから富山も、大規模店舗は富

山市内には作らせないと言ったら周りの市町村にアウトレットができたりして、結局、住

民の意識まで変えるところに至ってないのが大きな問題。 

 ですから、いろんな枠組みを作るのはいいのですが、それをどうやって、うまく成功に

導いていくかというところを、もっと議論しないといけないのかなと感じているところで

ございます。 

 それから、もう１つは、今のご説明で、ちょうど私の大学で作った絵が使われているの

ですが、誤解があるといけないと思い少し補足します。 

 １０ページ目の絵ですが、これは千葉県の柏市で、豊四季台というＵＲの団地の再生に

併せてまちづくりを進めた事例の絵を描いたものですが、大都市では土地を確保すること

が難しいので、なかなかこういった拠点を作るのが難しいのですが、ＵＲの団地、５階建

ての低層が、ここは１００棟ぐらいあって、それを十数階建てにして高層化することによ

って真ん中に空きスペースを作り、そのスペースに地域医療の拠点とか特養とか、そうい

うものを置いたという事例です。 

 ですから、周りの構想はそのままで、真ん中だけ少し変えたということでは誤解がある

んで、高層化によってスペースを作って、こういうことができたというふうに、ご理解い

ただきたいなと思っています。 

 それから、豊四季台の例は、柏のＪＲの駅から１キロぐらいでバスも頻繁に走っている

ので、実は公共交通という観点からは、そんなに問題ないのですが、一中学校区の中にい
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ろんな拠点を集中させて、団地内だけじゃなくて、その周りのエリアまで医療・介護のサ

ービスをするというような在宅医療とか訪問看護とか、そういうものを充実させようとし

ていて、そうすると、その中での交通を、そういった業務の車がうまく動き回れる、ある

いは、うまく車が止められるとかいった観点とか、それから、地域の人は店舗まで出かけ

られるようにということで、歩行補助具のようなもので安心して動けるような、そういっ

た空間づくりとかの方が、公共交通というよりは大事という事例でございます。 

 それから３点目は、地方都市とか大都市のお話をいただきましたが、今、私がかかわっ

ているところは、もっと大変な中山間地域で、そこをどういう形でシュリンクしていくの

を、うまく部分的に集約化しながらネットワークでつないでいくかということを考えてい

かないといけないなと思っているのですが、中山間地域に向けて、国交省の中での何か議

論の事例があれば、ご紹介いただければと思います。 

（山内委員長） ありがとうございます。お答えいただけますか。 

（都市局都市計画課菊池調整官） はい。１点目のコンパクトシティの取組に関しては課

題があるというのは、われわれも認識しておりまして、むしろ、そういった課題について、

公共団体の方々とも連携しながら、どういう形で、こういった施策が推進できるかという

のを、現在、立地適正化計画の作成を通して一緒に検討しているところでございまして、

課題が多々あるのは十分に承知してございますが、一方で、方向としてはやはりこういう

方向で進めていかなければいけないというふうに思っておりますので、引き続き、頑張っ

ていきたいと思っております。 

 それから２点目の１０ページの点でございますが、すみません、十分な説明になってな

くて大変申し訳なく思いました。きちんとご趣旨のような形が伝わるような形で、これか

ら説明をしていきたいというふうに思います。 

 それから、３点目の中山間地でございますが、これについては、現在、国土政策局のほ

うを中心に、小さな拠点という検討しており、中山間地の中でも、一定の生活サービス機

能が提供できるような場の検討を進めているところでして、そういうところも連携しなが

ら、いわゆる人口が減っていくようなところの生活サービスの機能のあり方についても、

引き続き、検討していきたいと思っております。 

 以上です。 

（鎌田委員） ありがとうございます。 

（山内委員長）  ほかに。どうぞ、須田委員。 

（須田委員） 東大の須田でございます。 

 私も実は、柏市さんとかそういうところと連携して、いろんなプロジェクトをやってい

るのですが、そこでいろいろ議論されたことで駐車場問題というのがあって、まさに自動

車にしろ、あるいは公共交通にしろ、駐車場をどういうふうに、うまく使うなり管理する

なりしていくとか、そういう観点が必要だと思うのですけど、国交省さんでも、何かいろ

んなところで駐車場をやられているようで、ここら辺が連携とかとられるといいと思うの
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ですけど、そんなところは、どのようになっているのでしょうかということをお伺いした

いと思います。 

（都市局都市計画課菊池調整官） はい。 

 今のは、街の中の駐車場のような話でしょうか。 

（須田委員） はい。 

（都市局都市計画課菊池調整官）  

 街の中につきましては、駐車場が一時期は非常に不足しましたので、駐車場整備計画を

作って、きちんと駐車場を確保していくということが、今までの主体であったわけですが、

一方、今の状態を見ますと、比較的、駐車場自体は足りてきているというような状況にご

ざいますので、むしろ既存の駐車場をうまく使いながら、そして、街の中に、いろんな駐

車場がバラバラにありますと、歩行環境としても、町のにぎわいからしても、やはりいろ

いろと問題がありますので、一定のところにある程度、集約をしていけないかというよう

なことを考えております。 

 今回の法改正と併せまして、街の中では、今まで附置義務は、建物が１棟建つごとに駐

車場を造るということになっていますが、そうすると、１階部分の一番にぎわいの出した

い空間が駐車場になってしまうということがありますので、むしろ建物ごとに駐車場を造

るのではなくて、ある程度、集約駐車場を借りていただくという制度を、今回の法改正と

併せて作っていますので、そういう形で、街のにぎわいと、適切な駐車場の配置を両立し

ていきたいと考えております。 

（須田委員） 特にカーシェアとか、そういうような新しいビジネスも出てきているので、

そういうところと連携していただければと思います。 

（山内委員長） はい、ありがとうございます。 

 ほかに、どうですか。どうぞ。 

（村木委員） 人の集まる場所というのを、都心部と、それから郊外拠点の両方に作って

いく必要性があると思うのですけれども、特に、例えば郊外拠点で、それなりに周辺の地

区から郊外拠点に人が来てにぎわいを作っているようなところもあると思いますが、人口

減少していくと、今のにぎわいを維持するためには、もっと郊外拠点の周辺にも人が集ま

るような状況を作っていかなければならないと思うのです。 

 今ご説明ありましたように、立地適正化計画って非常に大事だと思いますが、これをし

っかり将来の都市の構造を考えながら作られる行政体と、多分そうではないところがある

と思うのですが、そうではないところに対して、どういう指導をしていくようなことを考

えていけばいいのか、その辺について何かお考えがありましたら、お聞かせいただければ

と思います。 

（都市局都市計画課菊池調整官） 今までの都市計画というのは、土地利用を規制すると

いうものが都市計画でございましたが、今回の制度が大きく今までと違うのは、誘導とい

う形で、緩やかに少しずつ町の構造を変えていこうというところでございまして、実はい
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ろんな市町村の都市計画部局の方と話しても、頭で、理念では分かっても、なかなか、そ

れをどうやっていけばいいのかというところは皆さん悩まれておられます。 

 今の先生のご指摘、非常にわれわれも日々悩んでいるところで、取組が各自治体によっ

て温度差があるのは事実ですが、まず、先行事例をなるべく早く作って、モデル的な都市

を作るというようなことが大事ではないか。そうすれば、そのほかの市町村もそういう先

行モデル都市を見ながら、だんだん底上げをしていくということになるのではないかなと

考えております。 

 確かに、自治体によってかなり温度差があるのは事実ですが、まず、先行的なモデル的

な都市を多く作って、そして、そういった都市の情報発信をしながら全体の底上げを図っ

ていきたいというふうに考えております。 

（山内委員長） よろしいですか。 

（村木委員） はい。 

（山内委員長） そのほかに。はい、どうぞ、加藤委員。 

（加藤委員） 名古屋大学の加藤です。 

 いろいろ考えていただいて、ありがたいなと思っているのですけど、なかなか使いこな

すのが大変でして、日々苦労しております。 

 その観点からの感想とかコメントですけど、まず全体を見まして、人はなぜ、公共交通

に乗って、にぎやかな町へ行くかという観点から見たときに、この資料はちょっと不十分

なところがあると思っています。 

 富山の例を出されましたが、僕は、富山が一番すごいなと思っているのは、とりあえず

乗りたくなる公共交通を作り出したというところが非常にポイントなのかなと。それをや

ったことで、その沿線に住みたくなるというきっかけを作った、トリガーですね、という

ところが大きいと思います。 

 そう考えたときに、今１つ障害になっているのは、さきほど網計画と立地適正化計画が

出てきましたけど、これを一体とか同時とか言われると、立地適正化のほうは中長期的な

もので、網計画はもう今やらなきゃいけないことというのが通常で、これらを一体でと言

われるとできないところがたくさんある。なので、もう網計画も考えないというところが

あるのですね、実際に。この点は、地域によって認識が大きく違っていますが。 

 ですけど、最初に魅力的な公共交通を作り出さなければ、その沿線に行く気なんて全く

起こらないわけですから、何を順番にやっていったらいいのかということが欠落している

というのは強く思っています。 

 １４ページ、立地適正化計画１５０件、地域公共交通網形成計画１００件、これを見た

だけで、短期的なことはあとでよくて長期的なことはどんどんやっていかなきゃいけない

というメッセージが出ているのですね。ほんとにこういう数字で正しいのかといったら、

僕は全く逆じゃないかなと、現場で仕事をしていて思います。 

 それから、コンパクトということの意味ですけど、病院が出てきているのですが、病院
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＝高齢者＝コンパクトと考えてもらうと、これは高齢者に対して、ものすごく失礼じゃな

いかなと。 

 高齢者の方は、病院に行きたくて行っているのかといったら、病院しか行くところがな

いから行っているわけですね。しかも、そこまでの公共交通が便利であると、みんな集ま

ってくる。それで集まってくるということであって、ほんとに病院を、いわゆる入院とか

外来とかで病院を必要としている方と、必ずしもそうでない方が、全部混じっている。 

 そもそも病院に最初から行かせないようにするために、生活習慣病を進行させないとい

ったことをやっていくために、歩いて暮らすということが、どのくらい意味があるのか。

地方は特に車にずっと乗り続けている人が多いので肥満になりやすいとか、そういうとこ

ろからどうやって抜け出していただいて、健康で、８５歳でも９０歳でもピンピンしてい

ただくということにするために、どういうまちづくりかというのは、ここの中には全く出

てこない。 

 ９ページは、本当に典型で、医療・介護・福祉・子育てというふうにタイトルがあるの

ですけど、全然そういう中身になってなくて、何かコンパクトにすれば、住まいや移動、

食事、見守りなど、生活全般にわたる支援を併せて何とかって、これが実現するようなこ

とが書いてあるのですけど、これそれぞれが違う話だし、もうちょっとこの辺り深く考え

ないと、非常に直線的に考えると、間違いになるのではないかなと思います。 

 むしろ大事なのは商業。最近、岡山のイオンモールの例をすごく僕はいいなと思ってい

るのですけど、あれは駅の近くですけど、最初は、あれができたら大渋滞するかと思った

ら、みんな公共交通で来てＪＲさんも増発列車を出したとか、路面電車も利用が増えたと

か、そういうすごい実績を出している。 

 だから、中心市街地にそういう魅力的な、子供さんも家族も高齢者の方も行きたいよう

な施設を作れば、イオンモールがいいかどうかというのは分かりませんけど、そういうと

ころを作れば、それなりに公共交通に乗ってきていただけるという実績が出せるというこ

と。そこをきちんとやらなくてはいけなくて、これは中心市街地活性化の話が抜けている

わけですけど、そういうところが非常に重要じゃないのかということも思いました。 

 あともう１点だけ、４ページ、これよく出てくる図なのですが、特に右側で、黄色い立

地適正化計画の部分と緑色の地域公共交通再編実施計画の部分があるのですけど、１つだ

け色が黄色の薄いのがあって、拠点間を結ぶ交通サービスの充実って、これは何も色が塗

ってないのですけど、コンパクトシティをほんとにやるんだったら、先ほど富山でやられ

ている話をしたように、ここが一番大事じゃないのかなと。なぜ、ここが一番大事なのに

色がないのか。いや、でも、ほんとは再編実施計画やその他の活性化再生法の特定事業の

中で、ここはもっと、真っ黒か真っ白か知りませんけど、一番大事なこととして位置づけ

られているはずなのに、ここが抜け落ちている、ＬＲＴとかＢＲＴとか鉄道再構築とか、

いろんなものがあるじゃないですか。だから、ここをやらずして、デマンドとかそういう

周辺のことをやっていて、コンパクトというのはできないのではないのかなとも思ってい
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ます。 

 以上です。 

（山内委員長） ありがとうございます。どうぞ。 

（総合政策局公共交通政策部桑田企画官） 先に、公共交通の関係のほうをお答えさせて

いただきます。 

 先生もご指摘のとおり、今まさに交通機関の魅力自体が人を動かす力になるというのは、

まさに最近の北陸新幹線もそうですけども、われわれも強く意識してきているところでご

ざいます。 

 先月、閣議決定いたしました交通政策基本計画におきましても、多様な交通機関を入れ

る、魅力ある交通機関を作るといった観点というものを政策の中に位置づけているところ

でございます。富山も、そういったところが最初のトリガーになっている部分も否めない

ところでございますので、そういった観点も、計画を作っていく上で、しっかり盛り込ん

でいくようにしてというふうに、自治体と一緒に考えていきたいと思っております。 

 それからあと、立地適正化計画と網形成計画との連携の、実際に一度に作るのは難しい

のではなかろうかというお話でございますけれども、網形成計画につきましては、まちづ

くりを意識して、まちづくりと連携して計画を作るということは必要だということで、そ

ういう政策の柱にしているところでございますけれども、ただ、手続的に立地適正化計画

と一緒に作らなきゃいけないということにはなっておりません。 

 実際に、地域の実情に応じまして、立地適正化計画が今これは不要で、まず網形成計画

から、まちづくり的なことは立地適正化計画とは別に既に進んでいて、網形成計画をまず

やらなきゃいけないといったところについては、どんどん、そういう計画作りを地域で進

めていただいているところでございます。 

 そこは自治体さんの方で誤解があるようでした。私どもも、きちんと説明をして、また

理解していきたいと思っておりますので、引き続き、ご指摘いただければと思っておりま

す。 

 それから、最後の資料のご指摘でありました、幹線の部分の色が違うぞということで、

これ確かに資料の色づけがおかしいかと思います。先生が、こういったところが拠点間の

ネットワークの網形成計画の対象になるべきだということは、ごもっともでございまして。

そもそも、今回の公共交通網形成計画につきましては、１つの自治体だけじゃなくて複数

市町村で連携して、まさに市町村間の移動といったものも視野に入れる形で計画づくりが

できるようになっておりますので、その辺りは資料に誤解を与えるところがあると思いま

すので、また考え直させていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

（都市局都市計画課菊池調整官） それから、高齢者＝病院とかというのは、ちょっと違

うのではないかというご指摘がございました。 

 われわれも、そういうことがないように気をつけているのですが、短い時間で説明する
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と、どうしても、こういうことになってしまって、ほんとに申し訳ないと思っています。 

 ただ、ご指摘の趣旨は十分われわれも思っておりまして、１６ページの、健康・医療・

福祉と連携したまちづくりの推進のガイドラインの中では、病院というよりは、むしろ、

先生が言われたようなコミュニティ活動みたいな、いろいろとにぎわう場を作って人々が

外出をするような、医療施設に行く前の段階の取り組みが大事だということで、このよう

なガイドラインを作り、まちづくりの問題として、取り組んでいく必要があるということ

を、むしろこの中ではうたっております。 

 従いまして、この中のポイントで２番目にありますように、そもそも病院とかに行く前

の段階で、街の中ににぎわいの空間を作って、その中で、いろんな人たちが積極的に外出

して活動していただくというようなことが大事ではないかというのを、うたわせていただ

いております。 

 今の観点のご指摘が非常に大事だと思っておりますので、いろんな場で、そういうとこ

ろは、もう少しきちんと説明していくようにしていきたいというふうに思います。 

（山内委員長） はい、ありがとうございます。 

 まだ、あろうかと思いますが、時間の関係もございますので、先に進ませていただいて、

最後に、全体的な議論の場を設けたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは２つ目の議題ですけれども、中間整理に記載した事項の検討状況についてでご

ざいます。これも事務局からご説明をお願いしまして、質疑とさせていただきます。よろ

しくお願いいたします。 

（黒須企画室長） はい。それでは議題の２番目でございますけれども、中間整理でまと

めた事項のその後の進捗等について、先生方にご報告することを申し上げます。資料２と

３に基づいて、ご説明を差し上げます。 

 中間整理、大きくまとめまして２つの柱があったかと思います。１つ目が地方創生に向

けた国土のグランドデザイン２０５０の具体化等に関する事項ということで、これが資料

２に対応している部分でございます。もう１つの柱が、国際競争力の強化、新しい技術の

開発、普及促進、自動車の魅力向上等に関する事項、こちらが資料３に対応していると、

こういうふうに考えてください。 

 まず資料２、地方創生に向けた取組のほうから、ご説明を差し上げます。 

 資料２の１枚目を、ご覧いただけますでしょうか。 

 交通ネットワークの確保・維持、今も少し小さな拠点というのは話がございましたけれ

ども、こういったところを中心に、中山間地域を中心に、どういったことができるかとい

うことを中心に、中間整理の前後といたしまして検討を進めてまいりました。 

 これも①から④にございますとおり、４つの柱で整理をできるかと思ってございます。 

 １つ目が、地域交通ネットワークの再構築の推進ということで、先ほどもご紹介ござい

ましたけれども、地域公共交通活性化再生法を改正いたしまして、その中で、地域公共交

通再編実施計画、こちらを作成して認定を受けた場合には、手続のワンストップ化ですと
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か自家用有償旅客運送者による少量貨物を運送可能とする、こういった制度上の手続をし

たところでございます。これが、まず１つ目でございます。 

 ２つ目がデマンドタクシー等の導入促進ということで、過疎地や交通空白地帯において

はデマンドタクシー等の運行が行われているところが多くございますけれども、こちらの

付議に関する手続の簡素化についての運用の明確化、こういうことをしていきたいと思っ

てございます。 

 ３つ目でございますけれども、自家用有償旅客運送のさらなる活用ということで、４月

からの運用ルールの緩和の省令改正による施行を目指してございます。自家用有償旅客運

送の実施主体につきましては、法人格のない主体にも認めていきたいと、こういう緩和を

させていただきたいと思います。 

 また、旅客の範囲につきまして一定の要件を満たした場合には、地域住民の方を運ぶと

いうのが、今の自家用有償旅客運送の対象者でございますけれども、それだけではない地

域以外からの訪問者等、例えば観光客のような方も運送できるような緩和を考えてござい

ます。今検討している、手続を進めているところでございます。 

 ４つ目が、旅客と貨物の混載に関する新たな制度の創設に向けてということでございま

す。 

 下にパラグラフが２つございますけれども、まず１つ目のパラグラフが、タクシー事業

者等が国土交通大臣の許可を受けて、有償で少量の貨物を運送できることとするというこ

とで、いわゆるタクシーに運送する、旅客運送事業者に貨物を乗せる、こちらのパターン

です。 

 ２つ目の段落でございますが、こちらは、過疎地等において、貨物自動車運送事業者に

国土交通大臣の許可を受けた場合には有償旅客、これは貨物を運ぶものに対して旅客運送、

こういったパターンです。 

 最後の④が、貨客混載につきましては、２枚目の資料で、少し詳しくご説明をさせてい

ただきたいと思います。 

 ２枚目の資料、一番上は中間整理の書き抜きでございますので割愛しますが、２番目の

箱の中に問題意識とございます。 

 １つ目の問題意識は、地域の顕在のニーズのみならず、潜在ニーズを踏まえた輸送サー

ビスの提供ということで、こちらで申し上げる顕在ニーズというのは、例えば荷物がもう

既に動いている、要するに荷物を運んでくれという需要があると、こういった場合はいい

のですけれども、例えば地域の産品を掘り起こすことによって荷物の出荷があると、ある

いは観光資源の発掘によって地域交流が盛んになり、そういう移動のニーズが出てくる、

こういったものを踏まえて、発掘することによって輸送サービスを提供していく。これは

順番がいろいろ、鶏、卵の部分もありますけれども、こういった輸送サービスを提供する

ことが地域の活性化につながっていくのではないかと。それが同時に、自動車運送事業の

発展にも寄与するのではないかという、まず問題意識がございます。 
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 一方で、先ほど、まちづくりの連携等の発表がございましたけれども、持続可能なまち

づくりの推進のためには、住民、行政、運送主体と連携して、既存の既にある各種輸送手

段の効果的な活用をすることによって、それぞれ荷物を運んだり、お客様を運んだりと、

こういった対応が必要になるのではないか。 

 こういった両面からの問題意識の中で、今後、検討を進めていきたいと考えてございま

す。 

 その検討を進めるに当たっての主な論点でございますけれども、まず、認める地域の範

囲について、地域をどのように定めていくか、運送の必要性をどのように確認するかとい

う点。 

 また、認める運送の範囲ということで、どういった貨物や旅客の範囲を定めるか。また、

運賃をどうするか、こういったことについて検討しなければいけないと思ってございます。 

 ３点目といたしましては、損害賠償措置について、どうするかということでございます。 

 また、トラックによる貨物運送事業者による旅客の運送については、以下の２つの点も、

さらに検討が必要かと考えてございます。まず１つ目が運転者に求める免許についてとい

うことで、一種免許なのか二種免許なのかという部分。それから使用する車両について、

具体的にニーズに合わせた形で、どういう車両を使っていくか、あるいは、その車両を使

うに当たってのボトルネックは何かと、こういったことについて検討していかなければい

けないと思ってございます。 

 ただ、検討ばかり続けていても話が進みませんので、当初は試行的に旅客と貨物の混載

を実施しながら、こういった点の検討を継続していきたい、このように考えてございます。 

 まず、中間整理の大きな柱の１点目、地方創生に関する部分は以上でございます。 

 続きまして、資料３のご説明に移らせていただきます。 

 中間整理の２つ目の視点でございます、国際競争力の強化、新しい技術開発の普及促進、

自動車の魅力向上という部分でございますけれども、一番上に法律案のタイトルがござい

ます。道路運送車両法及び自動車検査独立行政法人法の一部を改正する法律案というもの

を、先日３月１３日金曜日に、閣議決定をさせていただいたところでございます。 

 背景などにつきましては、中間整理でまさに挙げられた問題点でございますので、割愛

させていただきます。 

 具体的にどのようなことについて措置したかというのが、緑色の箱以下で記載してござ

います。 

 法案の内容でございますけれども、まず１つ目が、車両単位での新たな相互承認制度の

創設ということで、こちらも中間整理の１つ目の柱に対応した部分でございます。いわゆ

る車両単位での相互承認を可能とする制度ＩＷＶＴＡを導入することによって、現行は、

装置単位での相互承認になってございますが、これを車両単位にすることによって、審査

項目は３分の１以下、６０項目が２０項目となる、こういった形で認証コストが低減され

ることで国際競争力をカバーすると、こういったねらいの柱が１つ目でございます。 
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 ２つ目の柱が、図柄入りナンバープレート実施のための交換制度の創設ということで、

左側にある現在のナンバーから例えば右側にあるような図柄入りナンバーに替える場合、

これも、希望によって図柄入りナンバーについて交換することを可能とする制度を設ける

と。そのための法律改正をさせていきたいと思っております。 

 ３つ目が、リコールに係る装置メーカーへの対策強化ということで、現行制度は左にご

ざいますけど、国土交通省から装置メーカーＸに対しては、直接報告を求めることはでき

ませんけれども、これを見直して、事実・原因の把握を速やかにするためにも、報告徴収

をそのまま装置メーカーにもすることができるような形での制度改正を決めたところでご

ざいます。 

 ４つ目の柱が、自動車検査独立行政法人、いわゆる車検を行っているところと独立行政

法人交通安全環境研究所、これは審査の認定制度などを司っているところでございますが、

この２つを統合することによって、いわゆる使用の現場での情報と技術の開発面での情報

というのが相互融通することによって、お互いシナジー効果を出していく、こういったた

めに法人を統合していく、こういったものがございます。 

 資料の２ページ目以降、今私が申し上げた柱ごとのご説明を差し上げている資料でござ

いますけれども、中間整理にございました中で幾つか、今の１枚目の紙で、まだ記載して

ない部分もございますが、１つ目が、６ページ目の回送運行許可制度に関する規制の緩和

ということで、現在の期間を３日以内から５日以内に延長する、返納期間を５日以内に延

長する、あるいは、回送運行許可の有効期間を５年以内に延長する、こういった規制緩和

を行う予定でございます。 

 また最後７ページ目でございますけれども、民間の整備工場における業務範囲の拡大と

いうことでございまして、貨物自動車を中古で購入した場合等における新規検査を、民間

の整備工場でも可能とすると、その部分の審査を可能とすると、こういった改正を行いた

いと思っております。 

 これによって、一番下の効果でございますが、年間５万件の審査について民間の整備工

場で行えることになりますので、ユーザーの利便性は向上するというふうに、われわれと

しては考えてございます。 

 簡単ではございますけれども、中間整理でおまとめいただいたことに関する、その後の

検討状況、措置状況について、ご説明を申し上げました。 

 以上でございます。 

（山内委員長） ありがとうございました。 

 それでは、この件について、ご質問あるいはご意見、あるいは、ご発言を願いたいと思

いますが。 

 もしなければ、私から１つだけ。さっきの旅客と貨物の混載の試行的なものというのは、

大体いつぐらいから、どんな規模で考えてらっしゃるのですか。 

（黒須企画室長） 実は、まだスケジューリングの完全に固まったものはございませんで、
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まずニーズをお聞きするというところ、幾つか既にお聞きしているところもございますけ

れども、もう少し、われわれがこういう形で検討していきたいのだけれどもということを

コミュニケーションを取りながら、ニーズを掘り起しながらスケジューリングさせていた

だきたいと思っておりますが。ダラダラやってもしょうがないので、可及的速やかに着手

したいというふうに考えてございます。 

（山内委員長） ありがとうございます。 

 ほかに、いかがでしょうか。どうぞ。 

（加藤委員） １つ目が、資料２のほうですが、「デマンドタクシー等の導入促進」って書

いてあるのですが、資料１のほうだと、「デマンド型乗合タクシー」という書き方をしてい

ました。個人的には、デマンドタクシーという言い方は、ちょっと違和感があって。タク

シーはデマンドでしょ。何を言っているのという感じはあります。 

 となると、もう１つの引っかかりは、この４つの項目でタクシーがないということでし

て、タクシーというのは、この４つをやってもまだあるものだと思っておられたら、とん

でもない話で、特にここで考えておられるような地域だったら、タクシーはもう危機的で、

ほんとになくなりそうなところが多い状態であるし、私が関わっているところに限ってし

か言えませんが、それゆえにやれることは何でもやりたいという意欲はあるところが多い

という認識をしています。 

 なのに、制度改正はこういうことですけど、別にタクシーは制度改正をするまでもない

から書いてないということかもしれませんけど、メッセージとしてこれが出ると、タクシ

ーは何もないのかと、一方でデマンドタクシーと書いてあると、自分の仕事は何なんだと

いう話になってくるというのは間違いないので、パッケージで制度改正等って結びつける

と、これ以外やらないということだと感じてしまう。そもそもバスも書いてないですし、

こういう制度改正をやることと同時に、従来のバスとかタクシーをどう活性化するかも書

いて出していただかないと、誤解を受けるのかなと思いました。 

 それから、貨客混載が主な内容になっていますけど、これはおっしゃるとおりで、考え

れば考えるほど難しいなと思っています。現実に考えると、例えばスクールバスといわゆ

る路線バスとの統合でさえ、別にやったほうが交付税とか補助金がたくさんもらえて、一

緒にやるとカットされるとかっていう状況で、別々にやったほうがいいと考えている自治

体が多いわけで、できるようになったというだけだと、やっぱり難しい。 

 できるようになって、それをやったほうがいろいろといいことがあるというパッケージ

にしていただかないと、難しいし、それがあったとしても、やはり旅客と貨物というのは

全然違う需要である可能性もあるので、調べた上でやってみるというのはやったらいいと

思うのですが、その場合でも、何かもうちょっといいことがないと、手を挙げてもらえな

いのかなと思っているので、ぜひ、私自身はやってみたいと思い、そういうことも考えて

いただければと思いました。 

（黒須企画室長） はい、ありがとうございます。資料の表記については、以後気をつけ
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たいと思います。 

 本小委員会の中間整理ということで、小さな限られたスコープで考えてしまったので、

加藤先生のおっしゃるような、タクシーのメッセージはどうするんだ、バスへのメッセー

ジどうするんだということがございますので、最終報告に向けて、こういったところもメ

ッセージとしてきちんと出していけるように、今、先生にもご参加いただいているワーキ

ングでの議論なども踏まえて、きっちりメッセージとして出していきたいと思います。 

 あと、またほかの検討会で検討している活性化のための項目とかもございますので、そ

ちらもコラボレーションしながら、きちんと書き込んでいきたいと思います。 

 また、貨客の最後のところの後押しするようなインセンティブというようなことも考え

るべきだということで、そこも含めて試行的にやる中で、じゃあ、どういうふうに後押し

するのが一番そのニーズに適合しているのかということも検討していきたいというふうに

考えております。 

（山内委員長） よろしいですか。 

（加藤委員） はい。 

（山内委員長） じゃあ、どうぞ。 

（篠原委員） いいですか。 

 質問ですが、４番目の旅客と貨物の混載のところで、地域は過疎地などにおいてという

ことで、しっかり具体的な線引きをしないと、例えば、ヒッチハイクによく手を挙げて、

トラックに乗せてくださいって言ってやるじゃないですか。やはり一定の基準を満たして

いないとダメなのですよね。なので、その辺の線引きもある。それから地域の線引きもあ

りますよね。その辺を少し明確にしないと混乱するのかなと思っています。アメリカでも、

ヒッチハイクは、よくやっていますよね。ですので、そういうものも幅広く認めていくよ

うにするのか、条件を作るなら、どういう条件にするのかというところを、しっかり詰め

ないといけないなと思います。 

 それから３番目は、もう既に４月から施行ですか。 

（黒須企画室長） 一応それを念頭に置いています。 

（篠原委員） これは、要するに、われわれの昔からの概念で言うと、白タクっていうこ

とですか。 

（黒須企画室長） 自家用有償旅客運送自体は、平成１８年から制度が認められておりま

して、そこの範囲が割に厳しく狭めに、狭めにというか、現行制度は割合きっちり書いて

あるのですね。 

（篠原委員） その範囲というのは地域ですか。 

（黒須企画室長） 地域でまず定めて、地域を定めるということは、つまり、そこにいら

っしゃる住民の方という定め方で登録をしていただいております。 

（篠原委員） 実際の実施状況はどうなっているのですか。 

（黒須企画室長） 制度は全国で活用できます。 
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（篠原委員） 例えば、東京では、どうなっているのですか。 

（黒須企画室長） 東京は、ほとんどございません。 

（篠原委員） ございませんというのは、手を挙げる人がいないということですか。 

（黒須企画室長） はい。やはりこの右のあるような過疎地、中山間地域と、こういった

ところがメインです。要は、青ナンバーの車も、採算が取れないので入っていかないとこ

ろで、ＮＰＯさんですとか市町村さんが主体となって運営する、これが、今の自家用有償

旅客運送の一番メインのところでございます。 

（篠原委員） 東京まで広げてどうこうっていうことは、今考えていないのですか。 

（黒須企画室長） 一応、東京も制度上はできるのですけども、実際にニーズはないです

し、これも、どちらかというと過疎地、中山間地域において、そういったものがニーズと

してあるのではないかと、こういうことに対応していきたいと、こういうスキームです。 

（篠原委員） 最近は、やや少なくなりましたけど、昔は銀座なんかのタクシーがつかま

らないと、白タクをしょっちゅうやっていましたよね。ああいうものとは、区別するとい

うことですか。 

（田端局長） 篠原先生がおっしゃった白タクとは全く違った一定のルール、あるいは運

営の協議会というものを自治体とか利用者なども入ってルールを決めて、それで自家用の

有償運行される方についても、一定の安全のための講習を受けていただくとかいう、その

フレームでやっております。 

 都市型では自家用の有償旅客運送というのは、そういうことで実例はないのですが、も

う一方で福祉型、福祉の有償運送というのは、同じように自家用でありまして、これは都

市内でも、福祉の有償運送を自家用でやるということを協議会を経てやっている例はあり

ます。 

 今回は地方創生絡みということで、特にローカルエリアで、ニーズが高いので、今般、

これをやっていこうということになっています。 

（篠原委員） 例えば事故の割合について、こういうところは多いとか、全国的なデータ

はありますか。 

（黒須企画室長） 実は事故もあまり多くない、あまりというか青ナンバーと比較して、

先ほど局長が申し上げたとおり、安全講習などを、その事業を始めるに当たっての要件に

してございますし、いわゆるお客様を乗せる免許じゃない運転免許でできるようになって

いるのですけれども、そのために、逆に、とはいえお客様を乗せるので、かなり厳しいプ

ログラムの研修を受けていただくことになっていますので、実際には、事故のデータなど

も少ない。それは客観的にフォローアップしながら取っています。 

（篠原委員） そうですか。分かりました。 

（山内委員長） よろしいですか。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

（住野委員） すみません、住野です。 
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 確認ですが、今ほど局長が言われたのに少し安心したのですが、すべて一定の要件を満

たした場合というのが、ずっと書かれているのですが、一定の要件というのは、従来の運

用強化の中できちっと議論をしてということは、これは一定の要件の中に入っているとい

うことですよね。それだけ確認したかったものですから。 

（田端局長） その通りです。 

（山内委員長） そのほか、いかがですか。 

 それでは、先ほど申しましたように、またあとで議論していただきますので、議事を進

めさせていただきます。 

 次は、各ワーキンググループの議事報告でございます。 

 現在、この小委員会の下に、新しい地域のあり方に対応した自動車ネットワークワーキ

ング、それから地域産業としての自動車関連産業のあり方ワーキング、それから、車の新

しいイメージを作るワーキングチームが設置されておりまして、それぞれご検討いただい

ております。 

 各ワーキングにつきましては、本小委員会との橋渡し役となっていられる委員がいらっ

しゃいますので、例えばネットワークのワーキングにつきましては鎌田委員、それから地

域産業ワーキングにつきましては秋池委員、車の新しいイメージワーキングにつきまして

は、橋渡し役の川端委員がいらっしゃいますが、川端委員は今日ご欠席でいらっしゃいま

すので、事務局からということで、それぞれに検討状況をご報告願いたいというふうに思

います。 

 それでは、まずネットワーキングにつきまして、鎌田委員からお願いしたいと思います。

よろしくお願いします。 

（鎌田委員） はい。 

 資料４の１ポツのところでございます。 

 今の１つ前の中間整理のところで、地方再生とかそういったところに出てきているテー

マをもう少し深掘りするというワーキングでございまして、旅客の事業者さんがお２人と、

それから貨物の事業者がお１人、それから地方自治体が２人、それとあと学識者等が残り

というような構成で、これまで２回開催いたしました。 

 それで、テーマとしては○２つ掲げておりますけれども、１つ目は、地域のニーズに応

じた多様な移動手段の相互関係とその活用等ということで、事業者さんのほうから取組例

というような話題提供をいただきまして、それについて議論をしました。 

 そこで挙げられた主な論点は、資料に書かれていますように、許可区分それぞれの特性

を生かし、地域に適した輸送のサービスを提供することが重要ではないかということで、

事業者さんの中で、バスもタクシーも、バスも普通の乗合のほかに、特定とか貸切とかい

ろいろなものを持っていますと、ニーズに応じて運転手さんが１日の間にいろんな車を運

転して、効率的に地域のニーズに合うような運営をされているというような事例をご紹介

いただきまして、そういうことが、もう少しうまくいろんなところで展開できるといいの
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ではないかというような議論がありました。 

 それで２番目のポツとして、地域のニーズに則した輸送サービスを提供するためには、

車両を柔軟に活用できるよう、さらなる規制緩和が必要ではないかと。やっている事業者

さんから、さらに、こういったものを広く展開するために課題はなんなのかという議論か

らこういった話題が出てきたところでございます。 

 それから、２番目の○でございますけれども、地域公共交通を考える主体として、地域、

住民の取組方ということで、事業者さんの話題提供とか、それから自治体さんからのお話

をいただきまして議論がなされました。 

 乗合バスが廃止された地域において、輸送人員に沿った形のデマンド交通の運行に当た

り、定量的な存続基準を決めて住民の利用を促すなど、住民の意識向上を図るべきではな

いか。これは、話題提供された自治体さんでの事例を基に、こういった議論をしました。

そこでは、路線バスの廃止に伴い、その受け皿となるような自家用の有償運送、バス的な

ものと、それからタクシー的なものと用意して動かしているわけですけども、それを続け

るための基準を定めて、その基準以下になったら、もうやめるというようなことで、地域

住民といろいろ議論をしながら、住民側も、自分の当事者意識を持って考えていくという

ようなところで、今のところ、うまくいっているような、そういった事例がご紹介されま

した。 

 それから２番目のポツは、自治体同士が優良事例の共有に限らず、相互の意識を向上さ

せる場として地域公共交通会議等を活用すべきということで、これは加藤先生からも話題

提供をいただいたのですけれども、地域公共交通会議が、なかなかうまく活用されてない

という例が多々あると。せっかくの会議体ですので、それをうまく活用することによって、

地域のいろいろな方々が交通に関して関心を持って、当事者意識を持って考えていくとい

うことにつながるようにしていきたいということで、そういったいろんな事例を基に議論

をしているところでございます。 

 もう１回ほど開催して、議論を整理していく方向でございますけれども、貨客混載につ

きましては、課題等ございますので、いろいろな可能性も含め議論を深めていく予定でご

ざいます。 

 ワーキング１については、以上でございます。 

（山内委員長） ありがとうございます。 

 それでは、秋池委員、お願いします。 

（秋池委員） 地域産業としての自動車関連事業のあり方ワーキングですけれども、テー

マとしては、こちらに掲げられておりますように、企業の生産性向上ということではある

のですが、それを超えまして、地域の活性化ですね、地方におきましては、自動車関連産

業が経済に及ぼす影響というのもかなり大きくなって、それなりの雇用も抱えております

し、コンビニというほどではないのですけれども、整備会社というものが数多くいろんな

地域に、町に１つは必ずあるというようなものでもございまして、サービス業であるがゆ
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えに地域に張りついて仕事をしているというような状況がございます。 

 こういったところで、事業としても収益を確保したり、あるいは人材を確保したりする

ことによって、地域に適切なサービスを提供したり、それから、雇用を確保したりという

ようなことも含めて議論をしてきております。 

 出席者は、旅客関係からバス、タクシーの事業者、それから整備の事業者、そして自動

車販売業の方、金融機関の方、それから、こちらにおられる住野委員にもご参加いただい

て、既に２回開催をしております。 

 挙げられた論点については、こちらの資料にも書いてあるところではあるのですけれど

も、やはり企業の数が多すぎるという問題がございます。それは、旅客も整備も自動車販

売も同様ですけれども、自動車販売業の場合は、自動車会社が大手の企業であるものです

から、そちらの指導によって販売チャネルが統合されるとかいうことが起きるのですが、

旅客や整備の場合は地域のオーナー企業であるということも非常に多くて、そういった中

で、どのように具体的にその規模を拡大する、要は、事業を連携する、もっと簡単に言っ

てしまうと、合併のようなものが起こるということを実現していくのかというのが、１つ

の大きな論点となっております。 

 その集約化に当たっては、経営者の処遇というようなことも議論をされていて、どうや

るとうまくいくのだろうかというような、お互いに知恵を共有し合ったりというようなこ

とも含めて、報告できる内容が議論されていると考えます。 

 集約化そのものについては、出席者からはそれほど抵抗がないといいますか、むしろ人

手不足で困っている一方で荷量や乗る旅客の数が減っているという中で、また、優れた経

営者がそれほどたくさんいるというわけではない中で、集約あるべしという議論が非常に

多く出ておりました。 

 また、そういうことを通じて質を向上していく、小さな事業者が、法令に準拠しないよ

うなことを平気でやるようなことも出てきていたりするというような現実というのもござ

いますので、そういった中で、そういう事業者を排除して、運送の質を上げる、整備や旅

客事業の質を上げるということが求められているというようなことがございました。 

 一方で、こちらの行政処分のあり方が阻害要因となると言っておりますのは、集約をい

たしますと、その中のどこかで法令を準拠できないものがあった場合に、会社全体が行政

処分の対象になってしまうということによって非常に損失を被るようなこともあるという

ことです。 

 一方で、先ほども申しましたが、ある意味、悪意とは言わないまでも、小さな会社をた

くさん作ることによって、法令を守らなかったとしても、行政処分を受けても、そのダメ

ージが少ないような運営をしているところもあるのではないかというようなことで、こう

いったところについては、今後、議論を深めていきたいというようなところが出てきてい

ます。 

 それからより生産性を上げていこうという話の中ではＩＴの活用というものが出てきて
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おりまして、これは、いわれるビッグデータを使って、旅客や荷物の動きを見ることによ

って、それを、より効率的な路線を組みましょうというような話もございますし、それか

ら、ＩＴを活用することによって、不当な運営といいますか、法を守らないような運営を

しているような会社に対する監査をよりよくやっていけるのではないか。今、あまりにも

企業の数が多すぎまして、行政側からの監査が必ずしも行き届かないというものに対して、

ＩＴの活用によって、それをうまくやっていけるのではないかというような話も出てきて

おります。 

 また最近、ＩＴを活用することで、荷物と、それから運ぶトラックでありますとかバス

の空き状況をマッチングして収益を上げていける、お互いに気づかないことによって、事

業機会を失ったり、お客様も荷物を送ったり、というようなことができないというような

不便を解消していくようなサービスというのも生まれてきておりまして、こういったもの

も、今後さらに発展させていく余地があるのではないかというような話にもなっておりま

す。 

 大変活発にいろんな議論ができていると思っておりまして、このあと、何回かの議論の

あとに、とりまとめをしたいというふうに考えます。 

 以上でございます。 

（山内委員長） ありがとうございました。 

 では、最後、事務局から。 

（黒須企画室長） 今日は川端委員ご欠席でございますので、新しい車のイメージ作りの

ワーキングチームについてご報告を申し上げます。 

 こちらにございますとおり、最初にザッとメンバーがどういったところかということを

申し上げると、車のメーカーさん、それからＩＴの関係の研究者の方、それからメーカー

の方、家電メーカーさん、それから車両で言うと部品メーカーさん、それからマーケット

のほうを、マーケティングの担当をされているような方、あるいは観光という点から車に

ついて考えておられる方、それからモータージャーナリストの方、川端委員以外にもいら

っしゃいます。こういった形で非常に多岐にわたるメンバーでやってございますし、お互

いほとんど初顔合わせという形でございましたので、各委員どういったことを自分は出自

として持っていて、車に対してどういう思いを持っているかということについて、自己紹

介を兼ねながら進めたところでございます。 

 大きく、そのあとも議論をさせていただいて、３つほどの整理があったかなと思ってご

ざいまして、次回以降は、そのテーマに沿って、それぞれ議論していければと思います。 

 １つは、移動手段として、どう移動できればいいという形での車の将来のあり方。２つ

目が、いや、そうとはいえ、やっぱり移動している最中の楽しみというのもあるのではな

いかという点からの車の将来のあり方、それから３つ目が、制度を作る側としての車とい

うのは、将来どうあるべきかということについてのあり方。 

 まだ、ほかにも多岐に論点わたってございますので、もう少し整理をしながら進めてい
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きたいと思っておりますけど、以上のような議論がされております。 

 また本ワーキングチームに関しましては、車の新しいイメージを作るというだけではち

ょっと平凡ですので、ワーキングチーム名も委員に決めていただいたところ、ここにござ

いますとおり、「ａｓｈｉｔａｍｏｂｉｌｉｔｙ」という名前のチームになっておるところ

でございます。 

 簡単ではございますが、まだ、こちらのチームは１回しか会合を開いてございませんの

で、簡単でございますけれども、以上で終わらせていただきたいと思います。 

（山内委員長） ありがとうございました。３つのワーキングから、ご報告がありました。 

 これについてご質問やご意見がありましたら、お願いいたします。 

 これも、またあとで全体の議論でまとめてやらせていただくことにして、最終的な検討

結果というのは、次回の小委員会の場で報告いただきたいというふうに思います。 

 それでは次に、本小委員会が目指します豊かな未来社会という、こういうキーワードが

あるのですが、豊かな未来社会というのはどういうことなのかということについて、前回

ご質問ございましたので、これについて、事務局からご説明をいただきまして、全体の議

論も併せて、皆さんにご意見をお願いしたいと思います。 

 （黒須企画室長） はい。それでは、今委員長からございました豊かな未来社会とはと

いうことについて、議論のきっかけとなる資料のご説明を差し上げます。 

 資料５‐１と５‐２をご覧いただけますでしょうか。 

 これは今委員長からございましたとおり、前回第３回の小委員会において、今日はご欠

席ですけれども、酒井委員から、豊かさについても議論したほうがいいのではないかとい

うことがございましたので示させていただきました。 

 最終的には、こういった形のものが本小委員会の報告の冒頭に来て、こういった方向と

しての社会を目指していくというのがある、そういった議論のきっかけになればと思って、

事務局のほうで資料を作成したところでございます。 

 資料５‐１は資料５‐２の概要になってございます。５‐２のほうは文章体になってご

ざいまして、報告書をイメージしたような形で書いてございます。５‐１のほうに従って、

ご説明を差し上げたいと思います。 

 まず、豊かな未来社会とはということで、１つ目のところにございますけれども、豊か

さを考えるに当たって、白紙の状態から始めても難しゅうございますので、本小委員会ス

タートの時に１つのやっぱりきっかけとしてございました国土のグランドデザイン２０５

０における考え方というのを基本に据えたらどうかということで、それに基づく豊かさの

考え方というのを、これ以降、示させていただいているところでございます。 

 大きく分けて２つの柱がございます。１つ目の柱は（２）で示させていただいていると

ころでございまして、多様性と連携ということでございます。この考え方でございますけ

れども、多様性というものにつきましては、考え方の１つ目のポツでございますが、多様

性を有する地域間で、機能を分担して互いに補完する、目標を共有し、ともに進化する、
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融合して高次の発展を図るという意味で、多様性こそが、まさにそのあとの価値創造につ

ながっていく基になるものではないかと、こういったことがグランドデザインの中で示さ

れてございます。 

 じゃあ、その多様性というのは、どういう単位ではぐくまれるかということでございま

すが、２つ目のポツでございますが、文化は、人々の営みの中でこそ、はぐくまれる、日々

の営みの中で、家族、友人、地域、職場、学校等の様々な人とのつながりを通じて、そう

いった文化が形成されると。それが地域への愛着となることで、そこがふるさとになる。

このふるさとが１つの基盤となって地域固有の文化を形成していく。こういったことが多

様性の基になるというふうに示してございます。 

 じゃあ、その連携というものでございますが、最後のポツでございますけれども、その

多様性を持った地域ごとが交流することによって小さな対流が生まれて、その積み重ねが

創発を引き起こして、国土全体の大きな対流につながると。こういったことが、各地域の

連携という意味で対流となって、より大きな活発化へとつながっていくと、こういったこ

とが示されてございます。これがまず、１つ目の柱の多様性と連携ということでございま

す。 

 ２つ目が２つの価値観の並存と、ちょっと書きましたけれども、２つの価値観、（３）の

すぐ下に書いてございます国際志向と地域志向という２つの価値観を並存させていく、２

つのベクトルとしてと、２つの、両方とも存在するベクトルとしてとらえていくと、こう

いったことが必要なのではないかということが、同じくグランドデザインの中でうたわれ

てございます。 

 これのそれぞれの考え方でございますが、１つ目のポツで、国際志向のほうを説明して

ございます。戦後日本は、豊かさを目指して経済成長を遂げてきましたが、今日ではグロ

ーバリゼーションが進展する中で、こういった今まではぐくんできた豊かさを維持、発展

させるために、さらなる成長というのがグローバリゼーション社会の中で目指されると。

それを可能とするためには、国際社会での競争を勝ち抜いていく必要があるという価値観

も強くなってきている。それは現実問題としてございます。 

 一方で、従来型の経済一辺倒での豊かさではなくということでございますけど、こちら

が地域志向の説明になってございまして、自然や地域との触れ合いを大切にするという生

き方も求められていて、例えば田園回帰とも呼ばれるように、地域を大切にしたいという

若者も増えてきているところでございます。 

 こういった２つの価値観を、対立概念として、どちらかがいい、どちらかが悪い、ある

いは、どちらかが実現すれば、どちらかが実現できないという対立概念としてとらえるの

ではなくて、社会を評価する２つのベクトルのようなものとしてとらえていく必要がある

のではないかと、複眼的な見方がこれから必要だと考えられるというふうにして、グラン

ドデザインのほうではうたってございます。 

 以上、多様性と連携が１つの柱、また２つの価値観の並存というものが２つ目の柱、こ
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ういったものを２つの柱として豊かさを考えていったらどうかというふうな、まず１つ目

のご提案でございます。 

 では、資料の２枚目に行っていただいて、じゃあ、豊かな未来社会に、本小委員会のタ

ーゲットでございます自動車がどのように寄与できるかということを示してございます。 

 これは大きく３つの柱に分けてございます。１つ目の柱と２つ目の柱が、先ほど申し上

げた豊かさの１つ目の柱の多様性と連携というところとつながってくるというふうに考え

てございます。 

 １つ目は、多様性を確保するためにネットワーク、地域産業として自動車というものが

関与して寄与していくという側面があるのではないかというふうに考えてございます。 

 １つ目のポツでございますが、自動車を使用する運送業、それから、また整備する整備

事業というのは、それぞれ地域のニーズにこたえるものとして、従来も重要な役割を担っ

ておりましたし、これからも重要な役割を担っていくと。これらはやはり、人々が各地域

で生活を行う基盤となるものであろうと。先ほど、各地域で文化をはぐくむというのがご

ざいましたとおり、多様性の確立のためには、そういった地域での活動の基盤というのは

必要不可欠なものだろうというところで、ふるさと形成に役立っているというふうに考え

られるという意味で、多様性を確保するというところでございます。 

 また、こうした側面と並んで、先ほど秋池委員のほうからもございましたとおり、地域

の雇用の大きな支え手、重要な支え手となっているというのも事実でございますので、こ

ういった点からも、地域経済を支えるという意味で、ふるさとの確立に役立っているので

はないかと、こういった点から、多様性を確保するというところでの寄与ということが考

えられます。 

 ２つ目は連携でございます。連携を確保するために、ネットワークとしての側面が、ネ

ットワークを支える自動車という側面があるだろうというところでございます。多様性を

確立した各地域を結ぶ連携、それが交流につながり、新たな価値創造につながる、先ほど

豊かさのところにございましたけれども、自動車は人の移動、モノの移動、いずれにおい

ても必要とされていることは、自明の理でございます。 

 この２つが、豊かさの柱の１つ目の柱への寄与でございます。 

 （３）３つ目のものが国際志向と地域志向の並存に寄与する自動車ということで、１つ

目は、やはり国際志向という意味では、自動車製造業というのは、わが国の経済主体の中

でも大きな実力を持っているという事実に着目した記述でございます。 

 世界中で購入されている車を売っているという意味でも、販売競争力はもちろんのこと

でございますけれども、ハイブリッド、電気自動車、燃料電池車などの技術開発も進んで

ございますが、理想の自動車を次々と生み出して世界をリードする技術開発能力の面でも

国際志向というのに寄与することができるのではないかと、こういった点が１つ目でござ

います。 

 それから２つ目でございますが、地域志向というのでも、軽自動車、小型モビリティ、
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二輪車、パーソナルモビリティなど、今後の高齢社会や地域社会における移動というとこ

ろにも寄与していくことができるのではないかということから、２つの価値観の並存とい

うものに自動車というのが寄与できるものがあるのではないかと、こういったことをお示

しさせていただきたいと思います。 

 資料５‐２につきましては、今私が申し上げたことを国土のグランドデザインの記述の

中の具体的な記述も引用しながら書いているものでございます。 

 この点につきましては、非常にご議論、豊かさという考え方の部分もございますので、

事務局からはきっかけとなる資料をご提示したということで、各委員の活発なご意見をち

ょうだいできれば、非常にありがたく存じます。 

 以上でございます。 

（山内委員長） どうもありがとうございます。 

 今ご説明ありましたように、この小委員会の枕詞といいますか、豊かな未来社会に向け

たという豊かな未来社会をわれわれがどう考えるかって、ある意味では、非常に重要な出

発点でございますので、これも今お話ありましたように、たたき台をいただいたというこ

とで、われわれが主体的にこれを作り上げていくということでありますので、どうぞ活発

なご意見をいただければと思いますが、いかがでしょう。 

 基本は国土のグランドデザインの２０５０と、ここで議論している自動車との関係です

ね、これを明確にしたと、あるいは一定の方向を示したと、こういうことだと思うのです

が、いかがでございましょうか。 

  

（加藤委員） 国土のグランドデザイン２０５０は、ちゃんと読んでないので、愚問です

けど、これを見ただけだと、結局、未来社会で人がどういうふうに暮らしていくのかとか、

社会はどうあるべきなのかっていうのが、ものすごい言葉が抽象的で、全然イメージが浮

かんできませんが、付加価値って具体的にどんな付加価値が必要なのとか、そういうこと

が深まらないと、これはこれでいいのかもしれませんが、少し分かりにくいなと思いまし

た。その辺、少しメモとしてあるといいと思っています。 

（黒須企画室長） すみません、お考えいただく時間をそもそも確保できずに。 

 非常に、ただ、難しゅうございますのは、引用している部分をちょっと拝見していただ

ければよろしいかと思うのですけれども、ここでのグランドデザインって、じゃあ、付加

価値の中でどういうポイントというか、に絞ってかということは、あまり正直言って、明

確には示されていない。やっぱり多様性を確立して交流を起こしていくことによって、新

たな価値創造というところで止まっている部分がございますので、それによって、どちら

かというと国が示すというよりは、その中で交流が起きていることによって、自発的にと

いうか内在的に出てくるものだろうという考え方なのかなというふうに、私も策定過程を

全部知っているわけではないので、推測ですけれども、ただ、そこはまた資料の確認など

をしながら、こういった点がということは、きっかけになるようなことは、ご議論もいた
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だきたいですし、お示しできるところはお示ししていきたいと思います。 

（鎌田委員） 東大の鎌田でございます。 

 何かちょっと頭の中が整理されてないのですけど、加藤先生と似た印象を持っています。

何となくやっぱり自動車局目線が全面に出てしまっているような感じがあって、もう少し

住民の目線に立ち戻って、どういう社会が良いのかというところを少し描いてほしいなと。 

 そういう意味で、今日前半にまちづくりとの連携みたいな話題があったのに、まちづく

りという言葉が１個も入ってないし、それから地域って書いてあるけど、自動車局が考え

ている地域って少し広がりを持っているから、もう少し細かいところにコミュニティみた

いな言葉を入れてほしい。それから、前半の議論であった健康みたいなキーワードも入っ

ていませんし。 

 ですから、もう少し人々の生活目線で、何かこういう社会でありたいよねという辺りと

か、それから、そこにおいての町がどういうふうになって、交通がどういう役割、交通と

いっても、公共交通だけじゃなくてマイカーも含めて、パーソナルモビリティも含め、ど

んな形が担えるのかとか、何かそんなような形の文言で書き表してほしいと思います。 

 そういう意味で、例えば今朝の新聞に、アイシン精機が作ったパーソナルモビリティが

写真入りで出ていましたけど、あれって時速１０キロなので、今の道交法じゃ走れないの

ですね。 

 だけど、ああいうものがドーンと出ちゃうと、何か皆さん期待しちゃうので、だから、

そういうようなことが、ほんとに日本で必要であれば、それを突破していくようなアプロ

ーチも欲しいところです。 

 それから、もう１つ言うと、道交法の改正で、運転免許の更新、認知症の関係がだいぶ

厳しくなると、今は非常に更新ができない人って少ないのですけど、数倍から一桁多くな

るとなったときに、やっぱり地域で移動をどう支えるかというような、ものすごく大きな

話題があって。 

 ですから、大きな未来社会っていう理想像を描くのも大事なのですけど、現実の問題と

してやっておかないといけないところが交通に期待された部分って非常に多いけれども、

財源とか人材とかの関係で、なかなかギャップが大きいというようなところを、どうやっ

て攻めていくかとか。 

 今の議論は豊かな未来社会をどう書くかですけれども、今後のこの委員会の議論の中で、

そういった、すぐにでも考えていかないといけないところを、どういうふうにいろんな体

制を組んで考えていくかという辺りを、もう少し整理して進めていってほしいなというこ

とで、後半、お願いでございます。 

 以上です。 

（山内委員長） ありがとうございます、非常に重要なご指摘をいただきました。 

（秋池委員） 私もまとまっていないのですが。 

 まず、ほかの先生方がおっしゃっていることと同じなのですけれども、やはり交通も大
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切で、交通の中には、１つは、何かの手段であるということと、それから一方で、交通自

体を楽しむというのもあるわけなので、そういったことが書き分けられるといいというふ

うに思います。 

 そして、これも、ほかの先生ご指摘のところではあるのですが、豊かな未来社会で人が

どう暮らしているのかという中に、健康であるというのは、やはりものすごく皆が目指し

ているところでありますので、医療でありますとか、あるいは歩き回ることによって病気

にならないとか、いい食生活が送れるとか、そういうようなことは１つの重要な要素と思

っています。 

 テレビでも、健康についての番組をやると、ものすごく問い合わせが多いというような

話を聞いたことがございまして、そのぐらい日本人はそれを求めているのだなということ

を感じます。 

 もう１つは、高齢者も、また若い方もそうなのですが、学ぶということも、豊かな社会

の１つのキーワードだと思っております。 

  あとは、多様であるということについて、２つ目なのですけれども、今、空き家の問

題というのもずいぶん議論されておるところですけれども、そういった中で、いわゆるぜ

いたくな別荘ということではなくても、２つの居住地を持って、その間を車で移動すると

か、そういうような暮らしぶりというのも生まれてきても、人生を多様にするのに役に立

つのではないかというふうに思っております。そういったようなことも含めて、１点目と

似てくるのですけれども、やはり人がどういう暮らしをするかの中での交通のありようと

いうことの議論がよろしいかと考えます。 

 また３つ目なのですけれども、過疎の問題ですとかいろいろ出てきますし、人の住まい

方というのも変わっていく中で、交通も柔軟であるということは非常に重要なことである

と思っています。 

 それから４点目ですけれども、これは、１点目のまちづくりのこととも関わるのですが、

あるモデルケースというのができますけれども、これは自治体側の責任なのかもしれない

のですが、ほかの町でよかったモデルケースを、そのまま自分の町に当てはめるとうまく

いかないというようなこともあるのだと思います。それは地勢的なことでありますとか、

その地域の経済、あるいは人口の状況というものもあると思うのですけれども、これを展

開するときに、どうカスタマイズすると、その町にとって最適になるのかということ、こ

れも多様であるということにつながるのではないかと思っております。 

 地方の再生は、多分、１ついいモデルケースができると、それをまねて同じようにやっ

てうまくいくということは、かなりの程度があると思っているのですけれども、そのとき

の展開の仕方の一工夫というのはあっていいのかなと思っておりまして、そういった多様

性を認められるような制度であるとよいというふうに考えるところです。 

 以上です。 

（山内委員長） ありがとうございます。 
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 ほかの委員の方、いかがですか。 

（村木委員） 私もあまり、まとまっていないのですけれども。 

 今日の最初の議論と今の豊かな未来社会のところを関連づけて考えてみますと、最終的

には交通って手段ですよね。乗るのが好きっていう方も、もちろんいらっしゃるとは思い

ますけれども、最終的には、乗ってどこに行くかっていう着地のところにどんなものを提

供するのかっていうところを、もう少し、それとの関係で何か記載することがあるといい

かなという感じがしました。 

 今日の都市局のほうのご説明なんかでもあったところですけれども、歩きたくなる町を

作るというのは、コンパクトな町を作るということは大事なのですが、結局のところ、人

は、町の密度が高いところに行きたいというわけではなくて、そこで、どんなサービスが

あって、それに対して人が行きたいと思うかということなので、これは多分、中心市街地

の商業とかそういうところとの連携もないと、歩きたくなる街というものを作ることがで

きなくて、そこに対して、どういう交通手段、特に自動車というものが関係してくるかと

いうことが少し書かれているといいのかなと、そんな感じがしました。 

 あと、若干ちょっと話がずれるのですが、昨日までフランスに行っておりまして、戻っ

てきて思ったことなのですが、確かに今日の資料の３番目のところ国際志向というところ

で、日本の技術としてハイブリッドカー、電気自動車、燃料電池車、こういうものが国際

志向を牽引するというところで、ヨーロッパで見ていても、確かに日本車はけっこうたく

さん走っていましたけれども、どちらかというとタクシーとかが多くて、これをもっと多

くの方たちに乗っていただけるような高級志向のものが、マーケットとして、もっと国際

的に認知できるようなことになっていくといいなと、行って見て感じたところでございま

す。 

 以上です。 

（山内委員長） ありがとうございます。 

（住野委員） 住野です。私は文学者ではありませんので、あんまり上手には言えません

が。 

 豊かな未来社会というのは、私はやはり、移動手段を取り分け持たない、例えばお年寄

りや小さな子供が、僕は手段ではなくて目的だと思っていまして、交通は、そういったい

わゆるバリアがある人ですね、そういう人たちが、常に交通でいろいろ移動ができると。

私はこれが一番大事な要素じゃないかなというふうに思っております。 

 豊かということになると、誰しも、いろんなところに目的として行けて、そこに、先ほ

どあったまちづくりが次にかかわってくるのではないかなというふうに思っていますので、

あまり高度なことよりも、やはりほんとうに、これから少子高齢化の中で、そういう人た

ちがリスクもなくリーズナブルに、そして目的のために移動して、そこで人生が楽しめる、

生活が楽しめると、私はこういう視点の言葉を入れたほうが、分かりやすいのではないか

なというふうに思います。 
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（山内委員長） ほか、いかがですか。どうぞ。 

（加藤委員）  私、専門は環境なので、環境のほうでは、もういつもいじめられていて、

交通なんていうのは、エネルギーとか環境負荷をたくさん出して、とんでもない、なるべ

くやめろといわれる、だから、環境に優しい交通なんていうのは、そもそもおかしいと言

われ続けています。 

 その中で、どうやって付加価値を出すかを考えているのですけど、そもそもＩＴ化とい

うのは、すごく意識しなきゃいけないと思っています。つまり今までですと、動かないと

得られないものがたくさんあったのが、今は、物理的に動かなくても手に入れられるもの

がたくさんあって、特に若い方ですと、全くそういう中で閉じて生きる、つまりわざわざ

動かなくて、むしろネットで手に入れられるもので全部生活を確保しちゃうという方も、

うちの学生とかもそうですけど、出てきている状態。車が売れないとかっていうのは、そ

ういう話ですね。 

 むしろ、そうやって運転するのが嫌なので、面倒なので、公共交通も発達しているとか

という話、そういう時代になってきているという大きな状況は、絶対踏まえなきゃいけな

いのかなと思います。 

 ただ、デジタルデバイドとかモビリティデバイドとかいう言葉もあるように、みんなが

ＩＴを使えるとか、みんなが車に乗れるとかっていうわけじゃなくて、乗れない方はたく

さん、あるいは使えない方はたくさんいるし、だから勉強しろと言われても、なかなかそ

ういうわけに、あるいは免許を取れとかっていうわけにもいかないので、そういう方がい

ることを前提として、どういうふうに、その中のモビリティの部分をどう確保していくか

という視点は、この「豊かな」というときに必要なのかなと思いました。 

 あとキーワードだけ言うと、先ほども出たのですが、例えば組織化というのが必要だと

思っていて、結局、自動車は、乗用車もあるいはバスもタクシーも、そういったものも、

もう勝手に基本的に動いていて、全体としてシステムになっていないということがやっぱ

り大きいのかなと思っています。 

 もっとうまく、まさに連携って言っているのですが、そのためには、そういったいろん

なモードをもっと組織化するとか高度化する、それからＬＲＴとかＢＲＴとかっていうの

は、そういう文脈で出てくるものであって、そのためにも、全体がどうシステム化される

かっていうことが大事なのかなと思います。 

 それから、運送の産業あるいは整備とかは地産地消的なものであるということで、地産

地消は大事な視点なのかなというのも思っています。 

 あとそれに関連してコミュニティビジネスという考え方。結局、貨客混載なんかも、単

にどっちも乗せられるというだけじゃなくて、これから、御用聞きとか、あるいは見守り

とか、そういったことも含めて、地域の中で車が動いていることによって、それで何がで

きるかっていうことがほかにも、ただ運ぶだけじゃなくて、いろいろあると思うのですね。 

 そういったことも含めたコミュニティビジネスとして、自動車に関連するいろんな事業
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が脱皮できるかどうかということが、付加価値をもっと高めていく。 

 そのときに、動かなくても暮らしてはいけるけど、動いたほうがもっと楽しいことがた

くさんあるよとか、それから、動かなくて済むためにも、荷物が人が動かないと、荷物が

運ばれないといけないので、荷物が安く運んでこられないと、だめだよねということで、

そこで新たな付加価値が出てくるのかなと思っているので、そういうふうにちょっと考え

ていただけるといいのかなと、個人的に思いました。 

（山内委員長） ほかに、篠原委員、いかがですか。 

（篠原委員） 要するに、個人にとって豊かさというのは違うのだろうと思うのです。な

ので色々な選択があると思うのですが、例えば、できるだけ休日はゆっくり歩きたいと、

それで疲れたら公共交通機関にお世話になるとか、あるいは高速をずーっと遠方までドラ

イブしたいとか、その人によって、休日だけを切り取ったとしても、豊かさの過ごし方っ

ていうのは、それぞれあるのだろうと思います。 

 なので、やはり基本的には、そういういろんな選択、それにマッチできるようないろん

な多様な手段が用意されているということ。それも、例えば都市部と、それから地方のほ

うでは、またそれぞれニーズが違うと思うのですけれども、そういうような多様な手段が、

歩くことも含めて、自動車だけではなくて、用意されている。そして、そのためのまちづ

くりがどういうふうにあるべきかということであって、１つのパターンではやっぱり語れ

ないと思うのです。 

 そういった意味で、いろんなモデルケースなり、あり方を作っておくという以外に方法

は、ないのではないかなと思います。１つの概念に向けて何か集約していくような話では

ないような、気がしています。 

 以上です。 

（山内委員長） ありがとうございます。ほかに、いかがですか。 

 かなり重要なご意見をたくさんいただいたので、事務局のほうでまとめてもらいますけ

れども、今スマホで国土のグランドデザイン２０５０の概要版を見て、ここで言っている

多様性とか連携というのは、どういう形で出てきているのかということを確認してみまし

た。 

 そうすると、かなり、もちろんですけど綿密な議論がされていて、将来の社会について

のこういうプロジェクションをして、その中で出てきているわけですね。 

 今ここで豊かな未来社会ということでご提示いただいたのは、そこから出てきた多様性

とか連携ということ、あるいは価値というものを、そこだけ持ってきているので、皆さん

のご不満はよく分かって、そもそも、どう描くんだとか、人との関係をどうするんだって

いう、ここの概要版にも、人との関係というところもあるわけですね。 

 われわれがこれを始める時に、やはり２０５０年を意識して始めたので、そこら辺は共

通認識を、確認をした上で、具体的に、われわれが豊かな未来ってどう考えるかというこ

と、それから自動車との関係をどう考えるか、その辺を少し強調していただく。それと、
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言葉を補っていただくと、皆さんのご意見をいろいろ入れられるのではないかと思います

ので、私の考えとしては、そういう方向でまとめていただければよいのかなというふうに

思います。 

 まだ少し時間があるので、何かありましたら。 

（篠原委員） 例えば、僕らが子供のころというか若いころは、やっぱりマイカーを持つ

というのが１つの夢だったですね。 

 でも、今の時代は、その考えがシフトしていますよね。だから、年代を経ること、世代

によって、先ほど申し上げたように、志向が大きく違うわけですから、やはりこれからの

時代ということを考えると、今の若い人たちの志向をしっかりと捉えてやるということが

僕は大事だと思います。その辺のところをもう少ししっかりとベースに置いて議論しない

と、あるべき姿と言うだけでは、これはなかなか解決しない問題だなという感じがいたし

ます。 

（山内委員長） ありがとうございます。  

 そしたら、今ご意見をいただきましたので、事務局のほうでまとめていただき、内容を

もう少し膨らませていただくということだと思います。 

 それで、委員の方で、今日もご欠席の方もいらっしゃいますし、それからまだ言い足り

なかった、あるいは、こういうことがあったということが、あとからも出てくるかも分か

りませんが、その辺もまた事務局のほうにお伝えいただければ、よりよいものができると

思いますので、そんな形でまとめさせていただこうかと思います。 

  それでは、本日の議事は以上ということになりますので、これをもちまして終了させ

ていただきますが、最後に、事務局から事務連絡事項があるということです。よろしくお

願いいたします。 

（広瀬企画室総括） 委員の皆様方、活発なご議論ありがとうございました。 

 事務局からの連絡事項は２点ございます。 

 本日の小委員会の議事概要の公表でございますが、いずれ国交省のホームページにて、

公表させていただきたいと思います。また詳細な議事録につきましても、後日、委員の皆

様にご了解いただいた後、公開をさせていただくことを考えています。 

 今後の、次回の小委員会の日程でございますが、今年度はもう終わりでございますので、

次回は、年度が明けてからの開会を予定しております。 

 詳細な日程につきましては、改めて事務局より日程調整のご連絡をさせていただければ

というふうに考えております。 

 以上をもちまして、本日の小委員会を終了させていただきたいと思います。本日は、誠

にどうもありがとうございました。 

 

 


